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．乱気流に巻き込まれる国際エネルギー業界
中東産油国を代表するイランとサウジアラビアが断絶するという衝撃的なニュースで国際
エネルギー業界の 年が幕を開けた。本来なら国際原油価格が急騰する材料であるにもか
かわらず、市場は反応しなかった。外交途絶が油田の炎上を誘発しなかったからだろう。供
給サイドに異常が生じても、産油量に変化がなければ市場の反応は限定的となる。
供給サイドではむしろ、産油国としての米国の復活や核疑惑の渦中にあったイランの経済
制裁が解除されるなど原油増産の要因は事欠かない。早速、イランは原油の増産を表明、問
題はあるものの、産油量は回復してきている。
アフリカ屈指の産油国であるナイジェリアの原油生産量も回復。サウジアラビアの産油量
が日量 万バレルを大きく上回り過去最高に達する。政局は今もって不安定だが、イラ
クの産油量は日量 万バレルに達した。イラクの産油量はサウジアラビアに次ぎ、
で第 位を誇示する ）。
インドネシアやガボンが石油輸出国機構（ ）に再加盟を果たすといったことなども
加わって、 加盟 カ国の産油量は 年 月に日量 万バレルと過去最高水準を
記録している ）。
の議長国を務めるカタールのサダ・エネルギー産業相は 年 月 日に、
年後半に原油需要の高まりを期待できるとの声明を出したが、供給過剰感を払拭できていな
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いことは明らかだ。
は原油減産に踏み込めないどころか、増産の凍結でも合意できない。サウジアラ
ビアは原油増産の投資を継続していく方針で、 全体の産油量は減少に転じにくい。
に加盟しないロシアも含めて、産油国が協調姿勢を打ち出せないでいる。
米国の原油生産量も増加に転じた。 年 月 日時点の産油量は 万 バレルに回
復した。米エネルギー情報局（ ）は 年の米産油量を日量 万バレルと予想、生産
量の見通しを上方修正している ）。
米国では産油量のおよそ半分をシェールオイルが占有する。シェールオイル関連企業の掘
削活動が復調し、石油掘削設備（リグ）の稼動数が増加、 年 月中旬現在で 基と
週間連続の増加となっている（米南部パーミアン鉱区 基、イーグル・フォード鉱区 基
など））。
これと比例して、シェールオイルの生産量も回復基調にある。また、米メキシコ湾の深海
油田が稼動することも増産に関係する。
米シェール大手は生産性の向上でコストが低下、生産計画を上方修正している。コストの削減
が進み、 バレル ドルを下回る価格水準でも操業可能となった ）。リグ 基当たりの産油量は
年 月に日量 バレルに増え、 年 月の産油量水準と比べると倍増している ）。
年 月のシェール主要 社の一角を占める リソーシズは バレル ドルで ％
以上の利益率がある掘削地点は 年の 地点から 地点に増えたという。コストの
削減に加えて、探査や掘削技術の進歩がこれに寄与している。
この リソーシズは 年の天然ガスを含む生産計画を従来計画より日量 バレ
ル強引き上げて、日量 万 バレルとした。 リソーシズの損益採算ラインは平均
で バレル ドルと大幅低下を実現している。
同じくシェール大手のコンチネンタル・リソーシズも 年の年間計画を日量 万バレル
と、 ％増やしている。合わせて、パイオニア・ナチュラル・リソーシズ、ノーブル・エナ
ジー、オアシス・ペトロリアム、チェサピーク・エナジーも生産計画を数％引き上げてい
る。全体として、シェール主要 社の最終損益は赤字幅が縮小してきている ）。
つまりシェールオイルの復活で投資家は強気一辺倒になれず、この警戒心が原油価格の上
昇を圧迫する。また、外国為替市場で米ドル高が進めば、原油相場では割高感が強まってし
まう。原油相場は材料次第で常に波乱を呼ぶリスクを内包しているのである。
米系国際石油資本（メジャー）エクソンモービルの純債務は 年に 億ドルも増加、
上流部門だけでも損失額は 億ドルに及ぶ。 年 月末時点の純債務総額は 億ドルを
記録している。同じく米系メジャーのシェブロンの損失額は 億ドルに達する。英系メ
ジャー の純債務は 年 月末で 億ドルと過去 年間で 億ドルも増えている。
債務が重圧となって、エクソンモービルは資本・開発支出を ％削減、 年は 億ド
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ルに抑制する。これはシェブロンよりも少ない水準だ。稼動リグ数が減少した結果、 年
の石油・天然ガス生産量実績は日量 万バレルとなった。製油部門は好調のようだが、利
益基盤の強化が喫緊の経営課題となっている ）。
原油安に追い詰められた欧州系の石油大手、英蘭系メジャーのロイヤル・ダッチ・シェ
ル、フランス石油大手のトタル、イタリア炭化水素公社（ ）などはこぞって資産売却を
表明している。バランスシートの改善を図るために他ならない ）。
英 グループを 年 月に 億ポンドで買収すると発表したロイヤル・ダッチ・
シェルであるが、 人の人員削減に踏み込む一方、北極圏の開発など新規プロジェクト
を停止、凍結することを決定している ）。
北米と欧州の石油グループが抱える純債務総額は 年 月末で 億ドルに達し、
年 月末の 億ドルから大きく膨らませている。高コスト事業は凍結せざるを得ない
惨状である ）。
原油安の状況下では高コストの油田開発は進まない。一時注目された深海・超深海油田の
開発は絶望的な状況にある。このような油田の場合、産油量は潤沢なので バレル当たりの
生産コストは米国のシェールオイルとあまり変わらないかもしれない。だが、深海油田開発
は柔軟性に乏しく、生産調整が困難となる。市場環境の変化に対する適応力が低いのであ
る。たとえ原油価格が上昇に転じても、オンショア（陸上）油田での生産が優先され、オフ
ショア（海底）油田は出遅れるのが通例だ ）。
需要サイドに眼を転じると、グローバル経済の不透明感が増していることを受けて、原油
需要が鈍化する、あるいは伸びても限定的だとの観測が浮上する。中国を筆頭に新興国の経
済は成長の減速を余儀なくされ、インドはともかくも、かつて持てはやされた （ブ
ラジル、ロシア、インド、中国）なる総称はもはや有効性に疑念が生じている。経済成長の
低速は必至の情勢だ。
インド経済が好調であることを裏付ける材料として、主要株価指数 が高値圏を
舞う事実を上げることができる ）。賢明にもモディ政権は物品・サービス税（ ）の導入
を決断した。州ごとに異なる間接税を全国 に統一、企業の経営効率向上を期待でき
る。この税制改革で外資の本格進出を見込めることから経済成長の加速化を実現できよう。
物価上昇を抑制でき、国内総生産（ ）を底上げする。インドの原油需要は堅調に推移
しそうである。
ロシア経済の苦境については後に詳述するが、中国経済の低速はもはや周知の事実。ブラ
ジルはオリンピック景気を享受することもなく、 年もマイナス成長と 年連続のマイナ
ス成長に沈む ）。物価上昇には歯止めがかかっている模様だが、予断は許さない。
原油増産に動くナイジェリアだが、過去 数年間で初めて景気後退に追い込まれている。
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ナイジェリアの人口規模は 億 万人でアフリカの大国である。人口増加が続き、
年代後半を迎えると、 億人に達する見通しだ。米国を追い抜いて世界第 位となる。国民の
割以上が 歳未満で、当分の間は生産年齢人口も増加を続ける ）。
にもかかわらず、ナイジェリアの経済不況はあらゆる部門に浸透し、消費も投資も極度に
冷え切っている模様だ。国際通貨基金（ ）はナイジェリア経済の 年見通しを従来の
％成長からマイナス ％に大幅下方修正した（ 年実績 ％、 年実績 ％）。
年以来のマイナス成長に甘んじる。
物価上昇率は 年 月に ％と過去 年で最悪となった ）。通貨ナイラ（ ドル
ナイラ）は米ドルにペッグ（固定）されているけれども、米ドル不足で早晩、完全変動為替
相場への移行を余儀なくされることだろう。
ナイジェリアは政府歳入の ％、輸出収入の ％をオイルマネーに依存する。原油安で財
政収入が半減したことで公共投資は停滞せざるを得ない。財政赤字は 億ドルに達する。公
務員給与の支払いが遅延する始末だと聞く。政府や中央銀行の管理・運営能力に疑問を呈する
声もある。テロのリスクも高く、汚職や賄賂の強要の横行は今や社会経済問題となっている。
国民の不満が鬱積し、それがブハリ大統領に向けられるであろうことは容易に予想できる。
米国や英国では所得・資産格差や貧富の差が注目され、政界を揺るがす事態に発展する。
米大統領選挙は嫌われる女性と軽蔑される不動産王の一騎打ちという前代未聞の混戦に陥る
一方、英国は欧州連合（ ）離脱問題に苦悶する。日本の国内市場も例外ではなく、人
口、ひいては労働人口の減少や少子高齢化で縮小が続く。
全体として、世界経済の成長率は高くなく、 年見通しで ％程度 ）。かろうじてリ
セッション（景気後退）を回避できる水準にとどまっている。原油安局面では富は消費国か
ら産油国に移転されず、消費国に停留する。低金利下でも資源価格の低迷が長期化すると消
費者が診断すれば、消費者は消費せず、貯蓄を増やそうとするかもしれない。そうなると、
世界経済はダイナミックさを欠く成長とならざるを得ないのである。
原油供給に不安がなく、需要の伸びが限定的な状況下で、原油価格が上昇するはずはな
い。 年初頭には需給が均衡するとの見通しはあるものの、国際原油価格は バレル ド
ル台で推移している。 バレル ドルを大きく下回る可能性が低いと同時に、同 ドルを突
破していく市場エネルギーにも乏しい。結局、 バレル ドルのレンジ相場に終始しそ
うである。 は原油先物の指標となる （ウエスト・テキサス・インターミディエー
ト）の 年平均価格を バレル ドルと見通している。
原油市場での供給過剰が意識されるなか、原油価格は中長期にわたって低迷しそうであ
る。原油価格が低迷すれば、石油産業界の収益は圧迫される。この収益不振は周辺産業にも
波及する。石油・天然ガス関連企業に融資している金融機関は融資の焦げ付きに脅え、業績
に悪影響を及ぼす。
北米地域で倒産した石油企業を負債総額順に列挙すると次のようになる ）。
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パシフィック・エクスプロレーション・アンド・プロダクションが首位でその負債総額は
億ドルにのぼる。以下、ウルトラ・ペトロリアム（負債総額 億ドル）、エナジー
（同 億ドル）、ミッドステイツ・ペトロリアム（同 億ドル）、ベノコ（同 億ドル）。
実際、原油安で不良債権が膨らむ金融機関も散見される。油田地帯・地域では失業者が溢
れ、所得全体が収縮する。そうなると、消費も投資も低迷し、地域経済は冷え込んでしま
う。
原油安は国際エネルギー業界の再編を促す一大要因となる。原油安局面を迎えると、国際
エネルギー関連企業は （合併・買収）を繰り返してきた。現在、世界で事業展開す
る石油大手は再編成の結果、誕生した企業が大半を占める。この業界再編は国境をまたいで
繰り広げられる。世界有数の石油企業が巨大化したのは が繰り返された結果であ
る。
ただ、従来の業界再編は国境をまたいだとはいえ、欧米を中心とする動きだった。産油国
や新興国では当該政府が石油産業やエネルギー関連産業を国有していることが多いからであ
る。
しかし、今回の原油安局面は産油国や新興国を巻き込む業界再編へと発展していく公算が
大きい。サウジアラビアの国営石油会社であるサウジアラムコは株式を市場に放出、新規株
式公開（ ）に踏み切る。イランは石油産業の再建に外資を活用する方針を表明。メキシ
コ政府も石油産業を外資に開放することを言明している。ここに欧米先進国の石油企業が資
本投下することで新たな業界再編が展開する。
ロシアは に加盟していないが、世界有数の産油国である。原油埋蔵量では世界首
位ではないものの、足元ではロシアが世界トップ級の産油量を誇る。統計資料によって異な
るが、天然ガスの埋蔵量や生産量、それに輸出量でもロシアはトップクラスにランクインす
る。中東産油国と同様に、ロシアもまた原油や天然ガスの純輸出国であり、これがロシア経
済の強みとされてきた。
しかしながら、この経済的長所は原油安局面に入ると、一転してお荷物と化す。原油や天
然ガスの輸出量を積み増したとしても、ドル建ての収入は目減りせざるを得ない。折しも、
ロシア経済は金融制裁下にあり、青息吐息。原油安による打撃も加わって、ロシアはマイナ
ス成長を余儀なくされている。財政・金融政策は手詰まりし、外交政策にも悪影響が及んで
いる。
万事休す。万策尽きたクレムリン（ロシア大統領府）には突破口を開く手段は限られてい
る。非常事態をどのようにして乗り越えるのか。その選択肢は多くない。
．危ういクレムリン外交
昨今のクレムリン外交を俯瞰すると、近視眼的なアプローチに陥っている印象を受ける。
しかもそれは周辺国に集中する。そもそもロシアにとっての友好国は地球上に存在しない。
中国と同様に国際社会から孤立する。孤立を貫徹するロシア外交には国益を最優先する打算
しかない。
対ウクライナ
大胆にもプーチン大統領はウクライナからクリミア半島を奪い取ってしまった。その後も
ウクライナ東部地域に軍事圧力をかけ続けている。ウクライナが東西に分裂しているのでは
なく、ロシアが仕掛けた侵略戦争にウクライナが対峙しているに過ぎない。
ロシアの軍事的脅威に脅えるウクライナは当然のことながら、国家生存のために北大西洋
条約機構（ ）加盟を目指す。モスクワはこれを阻止すべく、ウクライナを軍事的に
揺さぶり続ける。クリミア半島もウクライナ東部地域も正真正銘、ウクライナの領土であ
る。ロシアがこれを認めないだけだ。冷戦終結後、 の存在理由が問われてきたが、
ここにきてロシアが の存在に価値を付与してしまった。この意味でプーチン大統領
が画策するロシア外交は愚かである。
ロシアはウクライナ軍の特殊機関員がクリミア半島でロシアへのテロ工作を企てたと主
張、犯罪行為だとウクライナのポロシェンコ政権を糾弾した。報復措置を講じるとキエフへ
の政治的圧力を行使している。ロシア側はすでにクリミア半島に最新鋭の地対空ミサイル
を配備、軍事力の増強を誇示している。南シナ海での中国と酷似する軍事戦略だ。こ
れに対抗するウクライナは軍事演習に乗り出している。
クリミア半島略奪で欧米諸国はロシアに金融制裁を科してきたが、制裁措置の緩和や解除
は絶望的となっている。ウクライナに圧力をかけ続ける以上、欧米諸国は金融制裁を解除し
ない。ロシアがウクライナをテロ国家だと決めつけたことで金融制裁の長期化は決定的と
なった。
ウクライナをテロ国家だと内外に吹聴することで少なくともロシア国民の愛国心は鼓舞さ
れるだろう。しかし、その愛国心鼓舞は深刻化する経済不況の裏返しでもある。求心力から
経済的繁栄が欠落した今日、求心力は愛国心しか残っていない。クレムリンの戦略はいわば
消去法による危険な賭けなのである。
対トルコ
欧米諸国と対立姿勢を鮮明にするクレムリン外交はトルコとの関係修復にも投影されてい
る。
年 月、トルコ軍が領空侵犯を理由にロシア軍戦闘機を撃墜した。 誕生以
来、 加盟国がロシアの軍戦闘機を撃墜したことは一度もなかった。事態を重く見た
モスクワはアンカラに関係断絶を突きつけた。トルコ・ロシア両国の関係修復は絶望視され
ていた。
ところが、欧州では難民問題が深刻化、さらに英国の 離脱問題が急浮上し、トルコの
加盟が実現する可能性は極度に低下した。難民問題をめぐる との合意は事実上破綻
している。
加えて、エルドアン大統領の自作自演を否定できないものの、トルコでは軍事クーデター
未遂事件が勃発したが、鎮圧直後、敵対勢力の弾圧、粛清が本格化していく。非常事態宣言
を背景として、エルドアン大統領の宿敵で米国在住のイスラム教指導者ギュレン師一派やク
ルド系反政府勢力の一掃は時間の問題となった。捏造される罪状で多数の反対勢力が追い込
まれていくことになるだろう。死刑制度の復活も視野に入っている。
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エルドアン大統領は軍事クーデター未遂を口実に、軍人や裁判官ら 万 人を拘束、
このうち 万 人を逮捕した。その後も警察官や軍人ら 人を追加的に解雇処分とし
た ）。官僚や教員ら 万人を停職、解任に追い込んでいる。軍の勢力を削ぐべく、軍の保安
隊などを内務省に、陸海空軍を国防省の傘下に移管している。通信監視機関も閉鎖した。明
らかに魔女狩りの様相を呈している。
また、メディアや学校、それに財団などを閉鎖し、財産を没収した ）。政府から独立した
メディアは消滅した。ネットにも監視の目がおよぶ。トルコ最大の家具メーカーを傘下に置
くボイダック財閥が接収の憂き目に遭っている。ボイダック財閥の前最高経営責任者
（ ）であったメムドゥフ・ボイダック氏はギュレン師と関係が深いとして 年 月
に身柄を拘束されていた ）。
通例ならば短期間に多数の拘束や逮捕などできるはずはなく、周到な捜査の結果でないこ
とは誰の眼から見ても一目瞭然である。不満分子の一斉排除であることは明らかだ。軍の権
限を削ぎ落とし、大統領の権限強化を狙っている。エルドアン大統領は国民の愛国心を政権
基盤の強化に悪用している。
クルド系はトルコ国内のみならず、イラク北部、シリア北部にも広がる。クルド系はイラ
クやイランにも居住し、国を持たない世界最大の民族とされている。その数 万
人。イスラム教徒が大半を占める ）。
シリア北部のトルコ国境沿い（トルコ・シリアの国境は キロメートル）ではクルド系
勢力、クルド民主連合党（ ）の民兵組織が中心となって支配地域を広げている ）。反ア
サド勢力のシリア民主軍（ ）はシリアのクルド系が主体となっている。言うまでもな
く、トルコ国内のクルド勢力と とは深い関係にある。事実上のクルド自治区が出現し
ている格好だ。
はトルコ国境沿いに進軍したい。トルコはこの動きを食い止めたい。トルコ国内の
クルド系が分離・独立姿勢を強める、あるいはクルド系の居住地域全体で独立機運が高まる
ことをエルドアン政権は警戒する。トルコ軍がシリア北部のクルド系勢力や過激派組織イス
ラム国（ ）を砲撃するゆえんだ。
無論、エルドアン政権には死角はある。それは経済問題。トルコ国内の貯蓄は乏しく、経
常収支は慢性的に赤字を垂れ流している。この赤字を埋めるのが外貨建ての借入金。通貨ト
ルコリラが価値を失えば失うほど外貨建て借金は膨張する。リスク回避で投資家はトルコに
資金投入できない。たとえ実体経済が堅調に推移しているとしても、経済体質そのものはき
わめて脆弱なのである。トルコ中央銀行は政策金利を連続的に引き下げ、不安定な景気を下
支えする ）。
強権的なエルドアン政権に追い詰められたクルド系はテロ活動を活発化させている。反政
府武装組織のクルド労働者党（ ）が 年 月に連続爆弾テロを仕掛け、エルドアン
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大統領に報復している。
テロが頻発することでトルコの治安は極度に悪化。その結果、外国人観光客が激減してい
る。トルコは 年に 万人の外国人が足を踏み入れた世界第 位の観光大国であった。
観光産業はトルコ の 割強を創出する ）。トルコ文化観光省によると、 年上半期
の入国者数は 万人と対前年比で ％も落ち込んでいる。同年 月の単月では対前年同
月比で ％の激減だ。同年 月期の観光収入は ％減だったという ）。
トルコは歴とした 加盟国であり、シリア・アサド政権潰しの最前線ではあるけれ
ども、トルコの 加盟が絶望的となったことで、エルドアン政権は欧米諸国との距離を大
きく広げる。孤立したトルコはロシア軍戦闘機撃墜についてロシア側に謝罪を表明。クーデ
ター未遂直後にはエルドアン大統領とプーチン大統領とが電話で協議するに至る。
この延長線上にエルドアン大統領のロシア訪問がある。 年 月 日、エルドアン大統
領はフィンランド湾に面するロシア西部サンクトペテルブルクでプーチン大統領と会談、関
係正常化で合意した。プーチン大統領はトルコ産農産物の禁輸措置やトルコ企業の活動制限
といった対トルコ制裁措置の段階的解除を明言している ）。
その外交的見返りは多種多様だが、当面、シリア情勢に焦点が照射される。エルドアン政
権はシリアのアサド政権との対決を内外に印象付け、対イスラエル関係も円滑ではなかった。
一方、ロシアは一貫してアサド政権を擁護、モスクワの存在は少なくともアサド政権の延
命には役立っている ）。ロシア国内にユダヤ系が居住することからイスラエルとも良好な関
係を保つ。トルコもイスラエルとの関係改善を視野に入れている。付言すれば、サウジアラ
ビアもイスラエルとの和解に踏み込もうと動いている。
シリアでは北東部にクルド系の居住地域がある。このクルド系武装勢力の拠点をアサド政
権軍が空爆、地上でもアサド政権側の民兵とクルド系武装勢力との間で武力衝突が頻発す
る。クルド系住民に対する扱いはアサド政権とエルドアン政権とで一致する構図に変化して
きた。
この事態を重く見たワシントンは米軍機を緊急出動、シリア政府軍を牽制した ）。米国は
掃討作戦を遂行するために、軍事顧問団を派遣、クルド系部隊を支援する。 壊滅では
米国とロシア・シリア連合の思惑は一致するものの、米国はアサド大統領の退陣を主目的に
据える。そのために反アサド勢力を支援している。戦局が悪化すると、米露両国の代理戦争
に変質する可能性は十分にある。
エルドアン政権はトルコ国内のクルド系の分離・独立を警戒する一方、ロシアはシリア国
内のクルド系をアサド政権の反乱分子と位置づける。クルド系をめぐる姿勢ではトルコとロ
シアは一致する。
反面、米国はクルド系勢力を支援する。エルドアン政権にとって も も米国も
取引する交渉相手である ）。欧米諸国を揺さぶる局面ではトルコ・ロシア両国の思惑が一致
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するかもしれない。しかし、そうだとは言え、トルコとロシアとの関係が磐石になったわけ
ではない。表面的な関係改善を確認したに過ぎない。
資源安を背景として、ロシアは値崩れしない原子力発電所や武器・兵器の輸出に熱心だ。
トルコでも原発建設を受注している。首脳会議を通じて原発建設工事は再開されることに
なった。
ただ、もう一つのインフラ建設であるロシア産の天然ガスを輸出する、パイプラインの新
規建設構想 トルコストリーム については今後も紆余曲折がありそうだ。需要の乏しい資
源安局面で建設しても、採算性を確保できるかどうか怪しい。ロシア国営天然ガス独占体の
ガスプロムがプロジェクトの具体的な担い手になるが、業績の悪化でガスプロムには資金的
余裕がない。たとえ完成に漕ぎ着けても安値での販売・輸出を強いられる可能性がある。価
格交渉が建設実現を左右する。
プーチン外交は や を分断することに注力しているけれども、現実に分断作戦
を成功させることはきわめて困難だ。プーチン大統領の徒労に終わるだろう。ロシアの脅威
を目の当たりにする欧州諸国の結束は意外と強固である。
を眺める視点も異なる。ロシアの北カフカス（コーカサス）地方にはイスラム教徒が
多数いるが、プーチン政権は自国の安全保障を優先、イスラム系過激派を国外に追放してき
た。この姿勢が国外に追放されたイスラム系過激派のロシアに対する憎悪を生む。この逆流
を防ごうと、クレムリンは に徹底抗戦を仕掛ける。ロシアがアサド政権を擁護するゆえ
んだ。
他方、エルドアン政権にとって は取るに足らない存在。 よりもむしろクルド系の動
向に眼を光らせる。
イランもアサド大統領を支援、 壊滅でロシアと共闘する。プーチン大統領はイランの
ロウハニ大統領と会談、テロとの闘いで協力することを確認している。エルドアン大統領が
サンクトペテルブルクを訪問したのはその翌日のことである。
その直後の 年 月 日、ロシアのツポレフ 長距離爆撃機をイラン西部にあるハマダ
ン基地から出撃、 などのシリアのテロ組織を標的に空爆した ）。翌日もイランを拠点と
して空爆している。ロシアにとってイランは武器・兵器のお得意先である。高性能地対空ミ
サイル の引き渡しでもイラン側と合意している。イランに建設予定の原発についても
ロシアが協力する。
ロシアによる制裁緩和・解除でトルコの経済的苦境は和らぐだろう。だが、トルコにとっ
てはるかに重要なのは であり、 。 は武器供給ルートの役割を担うトルコ
を重要視する。 が仮想敵国ロシアに傾斜するトルコに危惧するのは当然だろう ）。
米国との関係が最悪期にあるとは言え ）、トルコの安全保障強化に役立つのはロシアではな
く である。ここには相互補完関係が成立している。
確かにエルドアン大統領は強権体制に傾斜している。あたかもプーチン大統領の統治手法
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を模倣しているかのようでもある。しかしながら、エルドアン大統領もプーチン大統領も冷
徹な現実主義者である。双方とも国益を最優先する。
エルドアン政権はトルコ国内の経済問題を解決する目的で外交戦略を練り上げている。国
益が衝突するときにはトルコとロシアは再び角を突き合わせることだろう。トルコ、ロシア
両国が信頼を醸成できているわけでは決してない。互いに互いを利用しているに過ぎない。
対中国
一般に中露関係は蜜月期にあると評価されている。しかし、それは中露両国による協調演
出。国際社会から孤立する両国が傷口を舐め合っているに過ぎない。
プーチン大統領と中国の習近平国家主席はウズベキスタンで開催された上海協力機構
（ ）首脳会議で顔を合わせた直後であるにもかかわらず、多忙なプーチン大統領が
年 月 日、中国を旋風式に公式訪問。北京の人民大会堂で再び習国家主席との首脳会
談に臨んだ。
北京は南シナ海を核心的利益だと主張してはばからない。これが国際社会と正面衝突して
いることは周知の事実となっている。一方、モスクワにとっての新たな核心的利益はクリミ
ア半島。中露両国は南シナ海とクリミア半島の強奪戦略で思惑が一致する。対米牽制でも一
致する。合同軍事演習を繰り返す証左でもある。
中露貿易の総額は 年実績で 億ドルと対前年比で ％減少した。資源安が原因だ
が、経済協力の進展が鈍い結果でもある ）。価格交渉で折り合わず、天然ガスパイプライン
の建設計画は棚上げ状態が続く。
中国はロシア産の天然ガスよりも中央アジア、ことにトルクメニスタン産天然ガスに熱い
眼差しを注ぐ。と同時に、カザフスタンからは原油も輸入している。中国産の財・サービス
を積極的に輸入する中央アジア市場は劣悪な品質の中国製品にとっては魅力的だ。それだけ
モスクワにとっては勢力圏を侵食されていることになる。
ただ、中露関係の真骨頂は軍事部門や原発部門にある。
年 月に勃発したロシア・ジョージア（旧グルジア）戦争を契機に、ロシアは軍の改
革に着手する。もちろん、ジョージアが軍事力でロシアに対抗できるはずはなく、ロシアは
ジョージアから南オセチア共和国とアブハジア（自治）共和国を奪い取り、支配下に収めた。
だが、この戦争でロシア軍の欠陥が露呈、徴収兵を削減し、プロの職業兵を重視する方針
に転換した。また、指令系統を見直すと同時に、武器・兵器の近代化にも乗り出した。
改革着手の動機は異なるが、中国も軍改革で先行したロシアをモデルとして軍部の改革を
意識するようになる。習主席はトップ就任後 年で軍の再編を強引に進めた。派閥争いや権
力基盤の強化が軍再編劇の動機付けとなっている。
中国はロシアの兵器システムを模倣することで軍隊の近代化を図った。無論、金融制裁で
打撃を被るロシアも中国から部品や技術を調達している。欧州諸国から調達できなくなった
結果、ロシアは中国に鞍替えせざるを得なくなった。最近では中国製の電子部品とロシア製
の液体燃料ロケットエンジン技術とを交換する事案で協議している。中露両国ともサイバー
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攻撃にも熱心だ ）。
アジア地域にとっての海洋問題では南シナ海にスポットが照射されるが、欧州地域にとっ
てのそれは黒海。かの海域ではそれぞれ中国とロシアが暗躍する。クリミア半島に位置し、
黒海を臨むセバストポリはロシア黒海艦隊の拠点。黒海ではロシアの脅威が日ごとに増して
いる。黒海は欧州地域の新冷戦の象徴的な海洋となった。ジョージアやウクライナが
加盟を標榜するのはやむを得ない ）。場所は違うが、対立の構造が酷似する。
開発途上国の電力需要増を背景に、次世代（第 世代）原発の実用化で中露両国が主役を
演じる ）。中国は高温ガス炉の実用化に力を入れる。高温ガス炉の優位性は冷却が停止して
も核分裂が収束し、炉心溶融（メルトダウン）に至らない。それだけに安全性の面で優越す
る。また、水の使用量が極端に少ないことから水資源に乏しい地域にとっては魅力的だ。
ロシアは高濃度プルトニウムを消費できる高速炉の実用化を実現している。高速増殖炉で
は中国がロシアの技術を導入、すでに稼動させている。日本は高速増殖炉で先行したが、ト
ラブルが続出、稼動の目処は立っていない。一方、インドは高速増殖炉の運転を始動させる
計画でいる。
それでも、中露の実態は依然として開発途上国。グローバル社会の手本にはなれない。ロ
シアも中国も膨張主義に走る。それぞれが世界支配を夢見る。所詮は同床異夢の関係にある
と同時に、互いに警戒し、衝突する要素を抱え込む。
．長期化するロシア経済の変調
金融制裁と資源安でロシア経済はマイナス成長を続けている。ロシア国民は物価高と実質
所得の目減りに苦しむ。資源マネーの枯渇で政府歳入は激減、財政は赤字に転落して久し
い。構造改革が必要不可欠だが、ロシア経済の体質改善は一向に進展していない。ロシアの
経済課題は今もって一昔前と同じである。
原油価格の急落を受けて、ロシアでは航空最大手のアエロフロート、ダイアモンド生産最
大手のアルローサ、ロスネフチ、石油大手のバシュネフチ、対外貿易銀行（ ）、造船最
大手のソフコムフロートといった 社が民営化の対象とされている ）。民営化の目的は当
然、経済構造の調整や経済効率の向上にある。
だが、ロシアにはかつて石油産業の民営化過程でオリガルキ（寡占資本家）が誕生し、富
が集中した経緯がある。今もこれが民営化のトラウマとなっている。民営化は進展しない
か、あるいはその規模が大幅に圧縮される公算が大きい。
ロシアの産油量は 年 月に日量 万バレルに増大、ソ連邦崩壊後で最大を記録し
た ）。もちろんこの産油量水準は世界首位である。しかし、この水準を維持するためには追
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加投資が不可欠となる。日量 万バレルの産油量増大計画はあるものの、また、ルーブル
安で原油安のデメリットは軽減されている（米ドル建ての生産コストが低下）ものの、これ
を実現するのは難しい。外資系石油企業が相次いでロシア撤退に踏み切ったことも足枷だ。
ロシアは政府歳入の ％を石油・天然ガス産業に依存する（ 年実績、 年には資源
安で ％に比率が低下する見通し）。ロシアの国庫に石油・天然ガス産業から納入される資
源マネーは 年の 億ドルから 年にはわずか 億ドルに激減。財政赤字は対
比で ％となる。
年の経済成長率はマイナス ％に沈んだ。ロシア企業の債務は 年末までに 億
ドルに膨張している ）。財政出動で経済を刺激したい場面だが、ロシア政府はもはや大盤振
る舞いはできない。外貨準備金を取り崩して、急場を凌ぐよりほかに方策はない。年金を
％引き上げても物価上昇率の 分の を補うに過ぎない。企業は新規の投資を見送り、消
費者は財布の紐を引き締める。
資源エネルギーの需給バランスが均衡化を達成すれば、国際価格は上向き始めるが、当面
は価格の低迷が続くだろう。確かに国際エネルギー機関（ ）や 、それに米
はこぞって原油の供給過剰感が解消されると見通すが ）、原油消費国の在庫は依然として積
み上がっている。米国ではガソリンの在庫が消化されず、日本でもガソリン価格の引き下げ
競争が相次ぐ。需給バランスの均衡は容易でない。
ロシアの貿易構造は依然として開発途上国型。事あるごとに米国をライバル視するロシア
だが、それはロシア自身が開発途上国であることを認めたくないだけのことである。経済力
や軍事力では米国の足元にも及ばない。
金融制裁の解除についても近未来には実現しないだろう。ロシアがウクライナからクリミ
ア半島を略奪し、ウクライナ東部地域に兵力を投入している事実に鑑みれば、金融制裁の長
期化はやむを得ない。ロシアの金融危機を翻訳すれば、米ドルとユーロの枯渇となる。ロシ
ア市場から主要な外貨が消滅し、金欠に陥り、危機的状況が続く。ロシアは今や欧米市場で
資金を調達すらできない。外貨の流入が完全にシャットアウトされている。
原油安と金融制裁が継続する限り、開発途上国としてのロシアが経済課題を克服すること
は不可能である。ロシア市民は額に汗して働くことが苦手、ものづくりを得意としない。ホ
ワイトカラー志向が強いようである。ここが日本やドイツと決定的に違う。ロシアが日本、
ドイツ、米国に追いつくことは永遠に不可能なのである。永久に資源エネルギーに依存せざ
るを得ない。
ロシア市民が意識を変えない限り、ロシア経済の高度化や多様化は絶望的である。にもか
かわらず、富裕層は資産の海外移転に余念がない。一時騒いだ、いわゆるパナマ文書では
プーチン大統領のインナーサークル（取り巻き）が蓄財に熱心な事実が露呈した ）。
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インナーサークルの一角を占めるゲンナジー・ティムチェンコ。この人物はロシア第 位
の富豪であり、米国の制裁対象に指定されている。アルメニア生まれの 歳でサンクトペテ
ルブルク市庁時代からのプーチン大統領の知人である。国際資源商社を代表するグンボルの
オーナーとして著名だった ）。
グンボルは 年に創設されたが、スウェーデン生まれの事業家と共同で経営していた。
ティムチェンコ氏は 年代半ばからロシア産石油の取引に手をつけた。だが、ここにきて
グンボルの株式 ％を共同経営者に売却、ロシア離れを鮮明にするグンボルの経営から手を
引いた。ロシア産商品はグンボル全体の ％を占める。
売却後もティムチェンコ氏は独立系天然ガス企業のノバテック、石油化学大手のシブー
ル、建設大手のストロイトランスガスの株式も保有するが、金融制裁後、事業ポートフォリ
オの組み換えを急いでいる模様だ。他方、グンボルのトルンクビスト はトレーディン
グを補完できる物流分野に投資する方針を示している ）。
プーチン大統領は汚職の撲滅や経済課題の解決に取り組むどころか、大統領直属の国家防
衛隊（親衛隊）を創設して悦に入っている ）。愛国心を鼓舞することが創設の目的とされて
いるが、実態はプーチン大統領個人の護衛。プーチン大統領自らがロシアという国家を私物
化している。本質的には北朝鮮の独裁体制と何ら変わらない。
．資源安に苦悩するロシアの石油・天然ガス産業界
日本市場でロシア産の原油が流通して久しい。日本市場に流入するロシア産の代表油種は
エスポ原油だが、このエスポ原油は品質の高さで優れる。軽質油で不純物が少ないのが特徴
だ。それに中東産原油と比べれば、運搬距離は格段に短い。輸送距離の近さの点でもロシア
産原油は比較優位にある。
しかし、足元ではアジア市場でイランが販売価格を引き下げる姿勢を鮮明にし、競合する
サウジアラビア産原油に対抗、シェア回復を急ぐ構えでいる。そのサウジアラビアも巻き返
しに必死だ。
日本の石油会社はイラン産原油の調達には慎重であるが（ 年 月期における日本
のイラン産原油輸入量は対前年同期比で ％減）、中国のイラン産原油の輸入量は確実に増
えている。日本のイラン産原油の輸入量が増えないのは、金融制裁の解除後も米ドル建てに
よる決済が事実上できない上に、船舶保険での制約が影響しているからである。
米国が 年末に原油輸出を解禁したことを受けて、日本の原油調達先の選択肢が広がっ
ている。米国からは液化天然ガス（ ）も南米、欧州、アジアに輸出されるようになっ
た。年間 万トンの 輸出を米当局が許可している。これは日本の年間消費量に匹
斉に回復すれば、供給過剰の解消や供給不足に転じるとするシナリオは崩れてしまう。総じて、原油相場
はもみ合う展開が続き、長期低迷の公算が大きいと指摘する声が多い。
）
）
） 日本経済新聞 年 月 日号。
敵する規模だ ）。
米国産 原油の現物が日本市場に登場したことに加えて、メキシコ産の原油も輸入さ
れている。米アラスカ産の原油もスポット（当用買い）で調達されている。南米からはコロ
ンビア産やベネズエラ産の原油も日本に出荷されている。
年実績で原油輸入量全体に占める中南米産の比率は ％に増えている。ロシア産の
比率は ％だ。中東産原油の比率は ％と減少傾向にある ）。
イランの産油量は 年 月で日量 万バレルに回復、原油輸出量も同 万バレルに増
えてきた ）。石油タンカーの海上運賃が下落したこととも相まって、アジア市場全体ではロ
シア産原油の競争力が落ちているのである ）。
ロスネフチの純利益は 年 月期に対前年同期比で ％減のわずか 億ドルにとど
まっている。同社の産油量は 年実績で対前年比 ％減に甘んじた。
ロシア国内の上流部門、すなわち油田開発に手詰まり感が漂うこと、欧州市場が飽和状態
にあることを背景に、ロスネフチはベトナム南部沖に進出、ベトナム石油大手のペトロベト
ナム、インド石油天然ガス公社（ ）と合弁石油企業を設立する。金融制裁の影響で外
国での油田開発に転換する方針でいる ）。
また、ロスネフチは下流部門への投資を強化、東南アジア市場やインド市場を開拓する経
営方針も示している。 年にはインド第 位の製油所であるエッサールオイルの株式 ％
を取得。原油需要が増大するインド市場を重要視する。インドネシアの石油最大手プルタミ
ナと製油所を建設することも検討しているという ）。
金融緩和策と原油価格の上昇を念頭に米系石油企業は金融機関から多額の借り入れを繰り
返してきた。この結果、米シェール企業の債務が増大し、世界全体の石油・天然ガス企業の
債務は 年の 兆 億ドルから 年には 兆ドルに膨れ上がった。重債務企業の格付
けが引き下げられ、株価の低迷を招いた。米シェール企業の倒産は金融機関の不良債権を膨
らませた ）。
しかし、ここにきて最悪期は脱した模様である。稼動リグ数の減少が原因の石油設備の余
剰は徐々に解消に向かい、米国の産油量は回復しつつある。かつて世界の原油供給量を操っ
たのは の盟主であるサウジアラビアであったが、このスウィング・プロデューサー
（生産調整）役は米国にバトンタッチされている。米国は国際原油価格の形成でも主役を演
じる。原油は国際金融商品としての地位を不動のものにしている。
要するに、ロシアの石油企業を取り巻く客観的環境は改善されず、苦境が継続しているの
である。従来の事業活動では環境の変化に対応できない。新たな戦略を練り上げ、実践して
いかねばならない。
天然ガス産業界も例外ではない。
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天然ガスの価格は原油価格に連動して下落。 年初旬には米国で 万 （英国熱
量単位）当たり ドル近辺にまで低下したほか、相対的に需要が旺盛な東アジアでも同じく
ドル近辺で推移した。売り手が買い手を探す始末で、地域別の天然ガス価格が低位で収
束する様相を呈した。買い手は長期契約よりもスポット取引を志向するようになっている。
天然ガス価格も原油価格と同様に低迷する一方、世界全体の の生産能力は拡大し続
けている。 年にはその 年前よりも 万トン増加して、 億 万トンに拡張す
る。さらに 年を迎えると、 万トンも拡大する見通しとなっている ）。天然ガス価
格が急上昇する見込みは低いと診断せざるを得ない。
統計資料によって数値が異なるが、ロシアの天然ガス確認埋蔵量はイランに次ぐ世界第
位（図表 参照）。ロシアは名実ともに世界屈指の天然ガス大国である。
天然ガスに恵まれるロシアにとって原油と並び天然ガスも経済外交上の武器となる。と同
時に、それはロシアの国益を満たすための具体的な安全保障上の道具としての役割も演じ
る。モスクワはこれまでこの武器を有効に駆使、勢力の拡大を画策してきた。その主要な
ターゲットは欧州。西シベリアの天然ガス田から延びるパイプラインが欧州全域に張り巡ら
されている。
ベラルーシやウクライナ経由で東欧諸国に供給され、ドイツやイタリアに至る。また、バ
ルト海海底に敷設された天然ガスパイプラインはドイツに輸出するための直結ルートだ。こ
のパイプラインはノルドストリームと命名されている。欧州は天然ガス需要の 割をロシア
に依存する ）。
一方、黒海海底にも天然ガスパイプラインは敷設されており、これはブルーストリームと
呼ばれる。トルコストリームはトルコ経由で南欧諸国にロシア産の天然ガスを供給する構想
である。
合わせて、サハリンからは も輸出されている。供給先が面状に広がるパイプライン
と違って、 は生産地と消費地とを点でつなぐ。しかし、 の輸出先は地球全体の
消費国に拡散できる。供給先の多様化を図るには の輸出は欠かせない。
ところが、天然ガス市況が急変し、価格が急落すると、市場は売り手優位から買い手主導
に変質する。当然のことながら、ロシアの経済外交に誤算が生じる。ロシアは有力な経済外
交の手段を失うことになる。
）
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図表 ．天然ガス確認埋蔵量
イラン 兆 億立法フィート
ロシア 兆 億立方フィート
カタール 兆 億立方フィート
トルクメニスタン 兆 億立方フィート
米国 兆立方フィート
（出所）
事実、ガスプロムは欧州市場で価格戦争に巻き込まれている。米国産の が欧州市場
に登場したことで値崩れが発生、ガスプロムは守勢に転じざるを得なくなった。 年 月
のドイツ向け平均価格は 立方メートル当たり ドル。ガスプロムは採算割れに直面し
た ）。
値崩れに伴うガスプロムの 年損失額は 億ドルに達すると試算されている ）。確かに
ガスプロムの生産コストは相対的に割安である。ガスプロムは価格引下げに応じて、シェア
の維持を優先せざるを得なくなった。
天然ガスの価格急落は収益を圧迫、ガスプロムの業績を極度に悪化させている。ここに金
融制裁も加わる。純債務は倍増、年間の資本支出は 億ドルに抑制しなければならなく
なった。 年実績で 億ドルであったことから相当程度の切り詰めだといえる。
追い詰められ、資金繰りに苦慮するガスプロムは中国に泣きついた。バンク・オブ・チャ
イナのロンドン支店から 年ローンで 億ユーロを借入。主としてパイプラインの建設に融
資を充当する構えだ。中国向けの天然ガスパイプラインである、いわゆるシベリアの力、そ
れにノルドストリーム 、トルコストリームの建設資金となる ）。
中国石油天然ガス（ ）とは 年間の天然ガス供給契約を締結し、この天然ガス収入
となる 億ドルを確保したいガスプロムだが、腹積もりどおりに中国がロシア産の天然
ガスを受け入れるかどうかは依然として不透明な状況にある。
資源安と金融制裁が足枷となって身動きが取れないのはガスプロムもロスネフチも同様で
ある。両社とも金欠、外貨不足に陥っている。
欧州諸国が資源エネルギーの脱ロシア依存を粛々と展開させていることもガスプロムを窮
地に追い込んでいる。供給ルートと調達先を多様化することで、欧州諸国は脱ロシアを進展
させて、エネルギー安全保障を強化させたい。
カスピ海に面するアゼルバイジャンのシャフ・デニズ 天然ガス田（カスピ海海底）で生
産された天然ガスをジョージア、トルコ経由でギリシャ、アルバニア、イタリアに供給する
壮大なプロジェクトが進められている ）。この大型天然ガス田はアゼルバイジャン石油会社
と英 などが開発する。イタリアにはアドリア海横断で輸出される。イタリアか
らは北上し、ドイツやフランスにも供給される予定となっている。 （アゼルバイジャ
ン・トルコ東部間）、 （トルコ東西横断）、 の各パイプラインが相互に接続さ
れ、 年には完成する計画だ。
年 月 日にはギリシャ北部の主要都市テッサロニキでギリシャ・イタリア間のパイ
プライン の着工記念式典が開かれた ）。総延長は キロメートルにのぼる。年間
億立方メートルの天然ガスが輸出される予定となっている。天然ガス田開発も含めた総事業
費は 億ドルに達する。ロシアを迂回する大動脈が実現することになる。
欧州諸国は供給ルートの複数化だけではなく、 の輸入も徐々に拡大。結果として、
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ガスプロムは主導権を失ってきている。
バルト 国は天然ガス消費の全量をロシアに依存していた。だが、リトアニアが 受
け入れ基地を設置、ノルウェー産の を調達するようになった。リトアニアから周辺国
に供給される体制も整っている。これでロシアの牙城は突き崩されている。
ロシアを毛嫌いするポーランドも中東産の 調達に動く。クロアチア、ギリシャ、ト
ルコも 輸入の計画が相次いでいる。ウクライナは欧州経由で天然ガスを調達する。欧
州には中東産、オーストラリア産、米国産の も流入、欧州各国が相互に天然ガスや電
力を融通しあうエネルギー同盟構築に向かって動き出している。
ガスプロムの株式時価総額は 年のピーク時に 億ドルを超えていた。しかし、足
元では 億ドル程度。大きく削る事態を招いている。
ガスプロムの衰退はロシア経済の凋落を象徴している。
．日本とロシア
米国のトランプ新政権が本格始動するまで国際関係に大きな変化は見込めない。日露関係
にも変化はないだろう。しかし、 年末にはプーチン大統領が日本を訪問、山口県の土を
踏む。これを機会に両国は平和条約締結に向けて一歩踏み出す。ただ、領土問題は進展せ
ず、歯舞群島と色丹島の帰属問題解決のみに終始するだろう。
モスクワの目的は日本企業による対露投資とロシア産資源エネルギーの対日売り込み。日
本マネーのロシア本格上陸を切望する。両国には経済的な補完関係が成立している。ロシア
側は平和条約の締結で日本との経済関係強化に弾みをつけたい。
ドイツはプーチン政権の強権体制を警戒しながらも、ロシアの孤立ゲームに終止符を打つ
べきだと考えているようだ。ロシアとの対話は絶やさないとの姿勢は日独共通の戦略でもあ
る。この意味で日本はモスクワとの正常化に動いている。
安倍晋三首相はロシアをアジア地域の地政学にとって重要だと判断、ロシアとの建設的な
関係構築を模索する。東京はロシアを脅威だとは考えていない。一方、欧州諸国や北米はロ
シアが最大の脅威だと位置づける。欧米諸国にとって中国よりもロシアのほうが脅威なので
ある。米国はロシアをアジア・太平洋全体のなかに位置づけていない。ゆえに東京には誤っ
たシグナルをロシアに送ってほしくない ）。
だが、日本にとっての危険国は北朝鮮と中国。北朝鮮と中国を牽制するにはロシアが重要
だとの認識を抱く。日本と欧米諸国との間には対ロシア観で溝がある。東京がこの溝を埋め
ることができるか。この作業を抜きにしてロシアとの建設的な関係は築けない。
ロシアには今、複雑なお家の事情がある。 年 月 日には下院選挙が実施され、
年を迎えると大統領選挙が待ち構えている。この先、反プーチン大規模デモはご法度。選挙
対策担当者はあらゆる手段を講じて、反プーチンデモを封じ込めなければならない。この先
頭に立つ人物が大統領府副長官のヴァチェスラフ・ヴォロディン。ヴォロディン氏はプーチ
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ン大統領の期待に応えられるかどうか。現在、審査中である ）。
ウクライナに対してクレムリンは強硬策を講じなければならない。ロシア国民からの弱腰
だとの批判を回避するためである。ウクライナ国境やクリミア半島に戦力を集中配備、国境
警備を強化する ）のはロシア国内の世論を意識する結果にほかならない。
プーチン大統領は政界で権勢を誇ってきたインナーサークルにメスを入れ、世代交代を加
速している。セルゲイ・イワノフ大統領府長官を更迭、無名のアントン・ヴァイノにバトン
タッチさせた ）。ただ、イワノフ氏は安全保障会議のメンバーには残留している ）。
それでも、今後も側近の若返りは進められるだろう。プーチン大統領に対抗心や野心を抱
かない有能な人物を今、発掘中である。残念なのは人材の発掘が組織的な取り組みではな
く、プーチン大統領個人によるキャリア形成であることだ。一連の人事は日露関係にも投影
されていくだろう。
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